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１ 赤字削減・解消の取組みについて
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赤字削減・解消の取組みに関する協議事項

〇赤字削減・解消計画における目標年次を設定するか

１ 論点①

〇国通知（※）の中で、赤字の発生年度から翌々年度までに赤字の解消が見込まれない場合に赤字削減・解消計画を策

定することとされており、赤字削減・解消計画の計画期間は原則６年以内とされている

（※保国発0129第2号平成30年1月29日 厚生労働省保険局国民健康保険課長通知 国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の策定等について）

〇保険者努力支援制度交付金の評価指標として、赤字削減・解消計画で解消期限（６年以内）を定めていない場合、

マイナス評価となる

〇新経済・財政再生計画 改革工程表２０１９の中で、「法定外繰入等の解消に向けた計画において、解消年度と公費

の活用等解消に向けた実効的・具体的な手段を明記した市町村の割合を２０２０年度までに１００％」、「法定外繰

入等を行っている市町村数を２０２３年度までに２００市町村」とすることが明記されている

〇保険料水準の統一のためには、赤字解消や保険料算定方式の統一等が必要となる

〇現在、赤字削減・解消計画を策定し、赤字解消を進めている市町は１市町（平成３０年度に赤字削減・解消計画を策

定した４市町のうち、３市町は平成３０年度で解消済み）

〇平成３０年度に決算補填等目的の法定外繰入を行った市町は３市町で、総額約１．６億円

〇「新たに赤字削減・解消計画を策定する場合、赤字の翌々年度から６年以内に解消することを基本とする」

２ 現状・背景等

３ 改定案



【固有指標⑥（ⅳ）法定外繰入の解消等】（新設）
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※ 赤字削減・解消計画については、「国民健康保険「国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の策定等について」（2018年１月29日付け保国
発0129第２号国民健康保険課長通知。）において示された様式に準拠したものに限る。

保険者努力支援制度（2020年度市町村分）における評価指標

2020年度実施分

決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の削減（2018年度の実施状況を評価） 配点 該当数 達成率

① 2018年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等を行っていない場合 35 1384 79.5%

赤字の解消期限（６年以内）、年次毎の削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた赤字削減・解消計画
を策定している場合であって、次の要件に該当している場合

② 2018年度の削減予定額（率）を達成している場合 30 89 5.1%

③ 2018年度の削減予定額（率）は達成していないが、その1/2以上の額（率）を削減している場合 15 15 0.9%

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた赤字削減・解消計画を策定しているが、
解消期限（６年以内）を定めていない場合であって、次の要件に該当している場合

④ 2018年度の削減予定額（率）を達成している場合 10 41 2.4%

⑤ 2018年度の削減予定額（率）は達成していない場合 -15 28 1.6%

⑥ 計画策定対象市町村であるにもかかわらず、赤字削減・解消計画を策定していない場合、又は赤字削減・
解消計画を策定しているが、赤字の削減目標年次、削減予定額（率）若しくは具体的な取組内容のいずれか
を定めていない場合

-30 39 2.2%

⑦ 2018年度までに赤字の解消が確実に見込まれるとして赤字削減・解消計画を策定していなかったが、
2018年度決算において前年度以上の決算補填等目的の法定外繰入等を行っている場合（2017年度決算におい
て赤字が解消していた場合は除く。）

-30 3 0.2%

【2020年度指標の考え方】

○ 法定外繰入の解消等を着実に推進する観点から、指標を新設するとともに、マイナス点を導入する。

令和２年２月１８日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料



【指標③ ：決算補填等目的の法定外一般会計繰入の解消等】

2020年度実施分
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決算補填等目的の法定外一般会計繰入の解
消等（2018年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 都道府県内の全ての市町村について、市
町村指標①又は②に該当している場合

30 15 32%

② ①の基準は満たさないが、都道府県内の
市町村のうち7割以上の市町村について、市
町村指標①又は②に該当している場合

10 24 51%

③ 都道府県内の計画策定対象市町村のうち3
割以上の市町村について、市町村指標⑤、⑥
又は⑦に該当している場合

-10 4 9%

④ ③の基準は満たさないが、都道府県内の
計画策定対象市町村のうち1割以上の市町村
について、市町村指標⑤、⑥又は⑦に該当し
ている場合

-5 3 6%

⑤ 都道府県内の計画策定対象市町村の赤字
削減・解消計画について、全て取りまとめ及
び公表を行っている場合

5 45 96%

⑥ 都道府県内の計画策定対象市町村の赤字
削減・解消計画について、取りまとめ及び公
表を全く行っていない場合

-5 1 2%

保険者努力支援制度（2020年度都道府県分）における評価指標

2019年度実施分

決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の削減
（2018年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 都道府県内の市町村が決算補填等目的の法定外
一般会計繰入等を行っていない※１、または、国保
運営方針に基づき、決算補填等目的の法定外一般会
計繰入等を行っている全ての市町村※２について、
削減の目標年次及び削減予定額（削減予定率でも
可）を定めた個別の計画が作成されているか。

30 45 96％

② ①の基準は満たさないが、国保運営方針に基づ
き、決算補填等目的の法定外一般会計繰入等を行っ
ている市町村※２のうち５割以上の市町村について、
削減の目標年次及び削減予定額（削減予定率でも
可）を定めた個別の計画が作成されているか。

10 2 4％

【2020年度指標の考え方】

○ 法定外繰入の解消等を着実に推進する観点から、マイナス点を導入する。
○ 赤字解消計画の策定だけではなく、法定外繰入等の有無や赤字解消計画の達成状況、赤字解消計画の見える化についても評価する。



法定外繰入の解消等に向けた対応について

新経済・財政再生計画 改革工程表2019（抄）

＜2020年度の取組＞

○ 法定外繰入等の解消期限や公費の活用等解消に向けた実効的・具体的な手段が盛り込まれた計画の策定・実行を推進する。

国保都道府県単位化後の法定外繰入等の状況を踏まえつつ、法定外繰入等を解消する観点から、法定外繰入等が生じる要因の分析を市町村

単位で行い法定外繰入等の額と併せて公表するとともに、地方団体等と協議し、その結果に基づき、より実効性のある更なる措置。

＜ＫＰＩ＞

・ 法定外繰入等の解消に向けた計画において、解消年度と公費の活用等解消に向けた実効的・具体的な手段を明記した市町村の割合【2020年度

までに100％】

・ 法定外繰入等を行っている市町村数【2023年度までに200市町村】

計画策定対象の市町村・都道府県に取り組んでいただきたいこと

【～２０１９年度末まで】

・ 都道府県において、計画策定対象市町村の計画について、取りまとめ及び公表

※ 年次毎の計画（赤字の削減予定額・削減予定率） が未記載である等、計画の見直しが必要である場合には速やかに見直し

【２０２０年度】

・ 全ての計画策定対象市町村において、赤字の「解消年度」と実効的・具体的な手段を設定し、計画に記載

・ 市町村ごとに、法定外繰入等が生じる要因（医療費水準、標準保険料率との乖離、収納率等）のさらなる分析と公表

（参考）平成30年１月29日 保国発0129第２号 国民健康保険課長通知 国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の策定等について

・ 市町村は、赤字削減・解消のための基本方針、具体的な取組内容（保険料率の改定、医療費適正化、収納率向上対策等）、目標年次及び年次毎の計画（赤字の削
減予定額・削減予定率）を内容とする赤字削減・解消計画を定める。

・ 赤字削減・解消計画の策定後、毎年度決算後に実施状況報告書を作成し、９月末日までに厚生労働省（各地方厚生（支）局）へ報告する。

変更計画書を
９月末迄に国へ報告
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公表先（ＵＲＬ等）を
４月末までに国へ報告

新規

令和２年２月１８日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料
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（出典）厚生労働省保険局国民健康保険課調べ、2018年度の数値は精査前の暫定値（2020年１月末時点）

（億円）

【速報値】市町村の一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入の推移

1,112
市町村 760

市町村

677
市町村

505
市町村

354
市町村

：法定外繰入実施市町村数
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令和２年２月１８日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料



【速報値】一人当たりの一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入（平成３０年度：速報値）
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（出典）厚生労働省保険局国民健康保険課調べ
※平成30年度の被保険者数(年度平均）は未判明のため、平成30年6月1日時点の数値を使用

※法定外繰入は精査前の暫定値（2020年１月末時点）

7
※ 市町村数でみると、８割の自治体は繰入を行っていない。繰入金額合計でみると、東京都、神奈川県、埼玉県の市区町村の合計が全体の

７割（東京都：46%、神奈川県：14%、埼玉県：9%）を占めている。

令和２年２月１８日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料
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（出典）被保険者数：国民健康保険事業年報 法定外繰入： 厚生労働省保険局国民健康保険課調べ
※平成30年度の被保険者数(年度平均）は未判明のため、平成30年6月1日時点の数値を使用
※法定外繰入は精査前の暫定値（2020年１月末時点）

○ 平成30年度の１人当たり繰入金が５千円を超えるのは、東京都、沖縄県、鹿児島県、神奈川県、香川県、茨城県、埼玉県
である。

【速報値】一人当たりの一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入（都道府県別状況）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

北

海

道

青

森

県

岩

手

県

宮

城

県

秋

田

県

山

形

県

福

島

県

茨

城

県

栃

木

県

群

馬

県

埼

玉

県

千

葉

県

東

京

都

神
奈
川
県

新

潟

県

富

山

県

石

川

県

福

井

県

山

梨

県

長

野

県

岐

阜

県

静

岡

県

愛

知

県

三

重

県

滋

賀

県

京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

奈

良

県

和
歌
山
県

鳥

取

県

島

根

県

岡

山

県

広

島

県

山

口

県

徳

島

県

香

川

県

愛

媛

県

高

知

県

福

岡

県

佐

賀

県

長

崎

県

熊

本

県

大

分

県

宮

崎

県

鹿
児
島
県

沖

縄

県

H28 一人当たり一般会計繰入金（法定外）

H29 一人当たり一般会計繰入金（法定外）

H30 一人当たり一般会計繰入金（法定外）<精査中＞

1

人

当

た

り

法

定

外

繰

入

（

決

算

補

填

等

目

的

）

／

円

8

令和２年２月１８日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料
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市町国保の財政状況

• 平成30年度の各市町国保の決算では3市町が一般会計から決算補てん目的の法定外繰入を実施している。

• 決算補填目的の法定外繰入額は年々減少しており、赤字削減・解消計画に基づき削減しているのは1市町。

出典：「国民健康保険事業報告」（福井県）

④＝ Ｅ＝

①-②-③ A‐B‐C‐D

福井市 23,298,393 200,749 100,000 0 0 23,298,393 23,179,228 5 608,886 0 22,570,336 728,057 119,166 18,664

敦賀市 6,553,355 25,014 0 0 2,858 6,550,497 6,549,978 5 0 0 6,549,972 524 3,377 10,821

小浜市 3,142,137 0 0 0 131,882 3,010,255 3,102,462 99,792 0 0 3,002,670 7,585 39,675 410,934

大野市 3,779,843 45,214 21,816 0 277,259 3,502,584 3,631,602 83,033 0 0 3,548,569 △ 45,985 148,241 140,096

勝山市 2,520,658 0 0 0 106,068 2,414,590 2,487,046 67,244 0 0 2,419,802 △ 5,211 33,612 352,684

鯖江市 6,693,927 4,309 0 0 238,533 6,455,395 6,541,600 240,000 0 0 6,301,600 153,794 152,327 307,200

あわら市 3,185,931 0 0 0 179,264 3,006,668 3,130,628 215,046 0 0 2,915,582 91,085 55,303 523,433

越前市 7,763,190 0 0 0 150,271 7,612,919 7,635,532 80,000 0 0 7,555,532 57,387 127,658 80,222

坂井市 8,675,971 0 0 0 491,506 8,184,465 8,290,057 200,003 0 0 8,090,054 94,412 385,914 232,096

永平寺町 1,693,806 10,176 0 0 63,063 1,630,743 1,604,891 20,000 0 0 1,584,891 45,852 88,915 20,031

池田町 326,940 1,211 0 4,780 578 321,582 319,383 12 0 0 319,371 2,210 7,557 111,834

南越前町 1,114,573 2,312 0 0 89,484 1,025,088 1,095,188 57,266 0 0 1,037,922 △ 12,834 19,384 255,725

越前町 2,369,456 0 0 0 34,295 2,335,161 2,329,382 27,878 0 0 2,301,504 33,657 40,073 27,878

美浜町 1,309,108 0 0 0 88,968 1,220,140 1,196,842 0 0 0 1,196,842 23,298 112,266 77,349

高浜町 1,165,345 24,984 0 0 29,008 1,136,336 1,123,553 13,337 0 0 1,110,216 26,120 41,791 180,982

おおい町 845,444 53,561 35,467 598 0 844,846 845,444 44 0 0 845,399 △ 553 0 244,232

若狭町 1,845,530 28,149 0 0 84,237 1,761,292 1,823,953 62,107 0 0 1,761,846 △ 554 21,576 164,240

計 76,283,607 395,679 157,283 5,378 1,967,274 74,310,955 74,886,770 1,165,773 608,886 0 73,112,111 1,198,844 1,396,837 3,158,421

H25年度 80,466,242 1,302,982 1,264,561 349,692 1,581,691 78,534,860 81,945,518 174,933 2,944,043 634 78,825,907 △ 291,047 △ 1,479,276 1,727,509

H26年度 80,811,841 1,479,228 1,429,880 103,902 1,534,350 79,173,589 82,608,783 70,166 3,027,887 413 79,510,316 △ 336,727 △ 1,796,942 1,693,774

H27年度 91,128,268 1,685,873 1,620,743 101,733 1,159,923 89,866,612 93,046,877 81,890 2,949,104 362 90,015,521 △ 148,909 △ 1,918,609 1,673,931

H28年度 89,577,454 927,913 583,489 108,334 747,947 88,721,173 90,167,548 40,922 2,658,316 204 87,468,107 1,253,066 △ 590,095 1,606,519

H29年度 87,891,384 713,592 407,999 356 1,195,212 86,695,816 86,528,203 391,863 1,784,766 0 84,351,574 2,344,242 1,363,181 1,998,026

収入計
単年度
収入

支出計
単年度
支出

単年度
収支

形式的
収支

基金
保有額うち基金

繰入金
うち

繰越金
うち基金
積立金

うち
前年度繰上充

用

うち
公債費

うち決算補て
ん目的の法
定外繰入金

Ｄ ④－Ｅ ①－Ａ
R1.5.1
現在

① ② ③ Ａ Ｂ Ｃ

うち
法定外
繰入金



２ 財政安定化基金の運用について
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財政安定化基金の運用に関する協議事項

〇決算剰余金等の留保財源をどのように活用するか

１ 論点②

〇国の国保運営方針策定要領の中で、「医療費水準の変動や前期高齢者交付金の精算等に備え、都道府県の国保特別会
計において決算剰余金等の留保財源が生じた場合には、県内の市町村と協議の上、その一部を基金（特例基金または
都道府県が独自に設立する基金）に積み立てることも考えられる」とされている

〇国保財政の安定化のため、県に財政安定化基金が設置されている

〇前期高齢者交付金の変動等により、納付金・標準保険料が年度間で大きく増減する可能性がある

〇納付金・標準保険料の急変を避けるため、決算剰余金等の留保財源が発生した場合に活用することが考えられる

Ｈ３０決算剰余金（繰越金）：約６．７億円 ⇒ 全額国庫返還金の財源に充当

Ｒ１決算剰余金（繰越金）：約１４．６億円 ⇒ 国庫返還金の財源に充当してもなお剰余金が残る見込み

〇激変緩和のために決算剰余金を活用するには特例基金に積み増す必要がある（令和６年３月３１日までの期限）。こ
のため、全国知事会を通じ、本体基金についての使途の拡大を要望

〇「決算剰余金等の留保財源が生じた場合、市町と協議の上、基金に積み立て、納付金・標準保険料の年度間の平準化
を図るために活用する」

２ 現状・背景等

３ 改定案

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

前期高齢者交付金 ２６２億円 ２３５億円 ２４４億円

納付金総額 １８１億円 ２００億円 １８９億円

１人当たり標準保険料 １０５，２４３円 １１６，５８６円 １１５，５１２円



都道府県における基金の全体像

○ 納付金の剰余金は、下記の３種類の基金として積み立てることができる。

※ 独自に基金の積増しや設立を行うことは可能であるが、保険料負担への影響を考慮されたい。

都道府県が
国民健康保険事業に
活用できる基金

財政安定化基金

都道府県が独自に設立する基金
（地方自治法第232条の２ただし書、第241条第１項）

本体基金
（国保法第81条の２）

特例基金
（国保法附則第25条）

収納不足市町村（基金事業対象保険料収納額が基金
事業対象保険料必要額に不足する市町村）に対する
資金の貸付け又は交付に充てるほか、都道府県全体
で給付増が生じた場合には取崩を行う。

平成30年４月１日から平成36年３月31日までの間、市
町村に対する改正法の円滑な施行のために必要な資
金の交付に必要な費用に充てることができる。

・都道府県は、条例の定めるところにより、特定の目
的のために財産を取得し、又は資金を積み立てるた
めの基金を設けることができる。

・各年度において決算上剰余金を生じたときは、条例
又は議会の議決により、基金に編入することができる。

12

※平成30・31年度にフロー分として活用する約500億
円は、特例基金に積み立てる。

【基金の運用状況】

1.1
3.2

9.1
10.7 10.7

1.6

1.6
0.5

2.7
1.8

1.8

H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 R 1

基金残高（期末）

特例基金（公費拡充）

特例基金（激変緩和）

本体基金

13.4億 14.1億円
13.0億円

1.1億円

3.2億円

区分 運用 H30 R1

繰入れ ― ―

取崩し ― ―

特例基金（激変緩和） 取崩し ― -1.1億円

特例基金（公費拡充） 取崩し -0.9億円 ―

-0.9億円 -1.1億円

本体基金

運用額合計

【各年度の運用額】



３ 保険料水準統一の基本的な考え方について
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保険料水準統一の基本的な考え方に関する協議事項

〇保険料水準の統一をどのように定義するか

１ 論点③

〇今般見直しされた国の国保運営方針策定要領、納付金等算定ガイドラインにおいて、「将来的には、都道府県での保

険料水準の統一を目指す」ことが明確化された

〇骨太方針２０１９において、「国保の都道府県内保険料水準の統一や収納率の向上など受益と負担の見える化に取り

組む都道府県の先進・優良事例について全国展開を図る」とされている

〇県の現在の運営方針の中で、「将来的には県内の保険料負担が平準化されるよう、保険料水準の統一を目指すことと

する」と明記している

〇市町へのアンケート調査では、保険料水準の統一の定義について、「同じ所得水準、同じ世帯構成であれば、同じ保

険料（完全統一）」と考えている市町がほとんどであり、運営方針に定義を明記すべきと考えている市町が多い

〇「将来的には同じ所得・同じ世帯構成であれば、同じ保険料水準となり、県内の保険料負担が平準化されるよう、保
険料水準の統一を目指す」

２ 現状・背景等

３ 改定案
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保険料水準統一の基本的な考え方に関する協議事項

〇保険料水準統一のためのロードマップの作成を明記するか

１ 論点④

〇市町間の医療費や保険料の差はやや縮小傾向にある

・市町間の１人あたり医療費（年齢調整前）の差

Ｈ２５～２７平均：１．３１倍（最大：４１．５万円 最小：３１．６万円） ⇒ Ｈ２８～３０平均：１．２７倍（最大：４７．２万円 最小：３７．２万円）

・年齢調整後医療費指数の差

Ｈ２５～２７平均：１．２２倍（最大：１．１１ 最小：０．９１） ⇒ Ｈ２８～３０平均：１．１９倍（最大：１．１７ 最小：０．９８）

・１人当たり保険料の差

Ｈ２７：１．６３倍（最大：１０２，６２１円 最小：６３，１１０円） ⇒ Ｈ３０：１．５０倍（最大：１０５，０８０円 最小：７０，１２９円）

〇年齢調整後の医療費指数の市町間差については、全国的にみてもかなり小さい

Ｈ２７～Ｈ２９平均：１．２０倍（最大：１．１３ 最小：０．９５） ⇒ 全国４３位（最大２．２５倍、最小１．１４倍）

〇保険料水準の統一のためには、３方式への移行や収納率格差の是正、納付金の対象範囲をどこまでとするか（葬祭費、

保健事業費等）等、課題が多く、市町と協議の上、慎重に検討していく必要がある

〇「保険料水準の統一に向け、保険料算定方式の統一や赤字削減などの段階的な取組みやスケジュール等を定めたロー
ドマップについて、市町と協議しながら検討する」

２ 現状・背景等

３ 改定案
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保険料水準統一のためのロードマップ（イメージ）

R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇 R〇

医療費水準の反映

保険料算定方式

納付金範囲の検討

保健事業の範囲
インセンティブの取扱い
２号繰入金（事業評価・
事業実施分）

市町基金繰入

赤字繰入

収納率の反映

運営方針（第〇期） 運営方針（第〇期） 運営方針（第〇期） 運営方針（第〇期） 運営方針（第〇期）

高額医療費共同負担化
α＝

0.6

α＝

0.4

α＝

0.2

全市町：4方式→３方式に段階的に移行

・納付金の対象項目を検討
・減免基準、地方単独事業 等

・国保特会で補填する保健

事業の内容検討

・２号繰入金（事業実施分）

の基準見直し

・２号繰入（事業評価分）の

段階的縮小を検討

・納付金の範囲を可能な項目から随時拡大（葬祭費等）

・２号繰入金（事業評価分）の段階的縮小

→縮小する分は１号分に転換

・２号繰入金（事業実施分）の新基準導入

全市町：保険料が激変にならないよう、基金を計画的・効果的に活用

全市町、第２目標達成までに解消

・収納率格差是正

・収納率向上のインセンティブの検討

・県統一収納率の割戻が

許容される市町の収納

率格差を検討

・収納率格差是正

α＝

0.8



国保運営方針の改定等に向けたガイドラインの見直しの方向性（ポイント）

（法定外繰入等の解消を含めた財政運営の健全化）

○ 法定外繰入等の計画的・段階的な解消の観点から、解消期限や解消
に向けた実効的・具体的な手段が盛り込まれた赤字解消計画の策定・
実行の推進、市町村ごとの見える化を追記

○ 将来の歳出見込みも見据えた財政運営の観点から、決算剰余金等の
留保財源の基金への積立てを追記

（都道府県内保険料水準の統一）

○ 保険料水準の統一について、都道府県において将来的に目指すことを
明確化し、そのための市町村との具体的な議論の実施を追記

（重症化予防や一体的実施を始めとする医療費適正化等）

○ 健保法等改正（R2.4施行）や保険者努力支援制度の抜本的な強化
（R2年度）を踏まえ、都道府県の保健事業支援や、市町村における高齢
者の保健事業と介護予防の一体的な実施を追記

○ 「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」の改定（H31.4）等を踏まえ、
都道府県を中心とした重症化予防の取組の推進を追記

○ このほか、第２期データヘルス計画(令和２年度中間評価・見直し)との
整合性の確保や、保険者協議会の活用を追記

国保運営方針策定要領 納付金算定等ガイドライン

（保険者努力支援制度の抜本的な強化）

○ 保険者努力支援制度の抜本的な強化（「事業費」として交付する部分を
設け、「事業費に連動」して配分する部分と合わせて交付）に伴い、

・ 「事業費部分」については、納付金の軽減財源から控除すること、

・ 「事業費連動部分」については、当年度の保険給付費等交付金に充当
し、結果として生じる剰余金を翌年度以降の調整財源に活用すること

をそれぞれ追記

（安定的な財政運営）

○ 決算剰余金について、納付金の減算に加え、基金積立ても可能である
ことを明記

（都道府県内保険料水準の統一）

○ 保険料水準の統一について、都道府県において将来的に目指すこと
を明確化

○ 都道府県は、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保のため、都道府県内の統一的な運営方針として国保運営方針
を策定しており、令和２年度末に向けて、市町村と協議しつつ改定（又は中間見直し）を検討。

○ 平成30年度改革が現在概ね順調に実施されていることを踏まえ、今後は国保の都道府県単位化の趣旨の深化を一層図る
ことが重要であり、都道府県における検討に資するよう、国のガイドラインについて所要の見直しを実施予定。

交付金ガイドライン

（保険者努力支援制度の抜本的な強化）

○ 保険者努力支援制度（予防・健康づくり支援に係る部分）について、
「事業費部分」と「事業費連動部分」の交付方法等をそれぞれ追記
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令和２年２月１８日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料



保険料水準の統一に向けた課題

① 医療費水準に関する課題

○ 国は、納付金等算定ガイドラインにおいて、将来的に保険料水準の統一（同一都道府県内において、同じ所得水準・
同じ世帯構成であれば、同じ保険料水準）を目指す、こととしている。

○ 各都道府県における保険料水準の統一に向けた状況と課題は次のとおりであり、骨太方針2019においても「国保の
都道府県内保険料水準の統一や収納率の向上など受益と負担の見える化に取り組む都道府県の先進・優良事例について
全国展開を図る。」とされている。

・ 将来にわたる医療費適正化インセンティブの確保
・ 医療費水準の平準化・均てん化

納付金算定に年齢調整後の医療費水準を反映させないことにより、保険料水準を統一することが可能。ただし、
市町村の納得を得るためには、都道府県内の各市町村の医療費水準がある程度平準化されることが重要。また、納
付金算定に年齢調整後の医療費水準を反映させない場合には、将来にわたり、医療費適正化インセンティブをどの
ように図るべきか、都道府県の役割として、今後検討が必要。

② 保険料算定方法に関する課題

都道府県と市町村との協議の場において、あるべき姿の議論が必要。

・ 保険料算定方式の統一化
・ 賦課割合の統一化

③ 各市町村の取組に関する課題

保健事業費や地方単独事業、決算補填等目的の法定外繰入など、市町村が個別に政策的に取り組んでいるものの
統一化について、議論が必要。また、市町村ごとの保険料収納率の差をどのように扱うかについても整理が必要

・ 将来にわたる保険料収納率向上インセンティブの確保
・ 保健事業費等の基準額の統一化
・ 地方単独事業の整理
・ 赤字の解消
・ 市町村事務の標準化、均質化、均一化

2018年度～ 2024年度までを目標に検討 2027年度まで

大阪府
（例外措置あり）

奈良県、沖縄県
北海道（納付金ベース）、広島県（準統一）

和歌山県
佐賀県

※ その他の都道府県については、時期を明示せず、
将来的に統一を目指す。あるいは、医療費水準の平準化
・赤字の解消等を踏まえ検討等と整理。
岐阜県は検討期間を2024年度に設定。
福島県、滋賀県は2024年度以降の統一を目指している。
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令和２年２月１８日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料



○市町別 1人当たり医療費

※県平均の順位は全国順位 出典：「国民健康保険事業報告」（福井県）、「国民健康保険事業年報」（厚生労働省）

• 各市町の1人当たり医療費をみると、平成30年度において最も高い美浜町が485,275円、最も低い南越前町が
382,398円と、市町間の医療費水準に約1.27倍の差がある。

市町国保の1人当たり医療費の状況
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順位 順位 順位 順位 順位 順位

福 井 市 349,171 10 359,136 12 377,895 13 380,610 15 390,504 12 396,185 15

敦 賀 市 356,152 8 365,960 8 388,217 9 388,165 13 402,586 7 424,213 5

小 浜 市 325,798 16 330,901 16 350,650 16 365,764 16 363,280 16 401,260 13

大 野 市 368,326 6 386,770 4 401,304 5 395,912 9 401,888 9 399,227 14

勝 山 市 388,518 3 393,288 3 409,669 3 406,515 5 399,870 10 408,569 7

鯖 江 市 338,367 13 344,764 14 368,822 14 390,820 11 384,604 14 392,766 16

あ わ ら 市 357,047 7 369,385 6 397,731 7 415,032 2 428,124 3 430,266 4

越 前 市 336,226 14 346,789 13 378,725 12 389,078 12 402,191 8 404,107 10

坂 井 市 347,709 11 362,333 10 382,807 11 391,036 10 388,752 13 401,872 12

永 平 寺 町 384,587 4 368,119 7 395,156 8 407,287 4 409,625 5 408,242 8

池 田 町 389,827 2 359,729 11 406,980 4 402,532 6 407,760 6 405,645 9

南 越 前 町 383,493 5 394,881 2 410,158 2 411,341 3 370,995 15 382,398 17

越 前 町 345,965 12 340,723 15 367,501 15 381,708 14 399,642 11 434,162 3

美 浜 町 422,632 1 399,594 1 423,723 1 468,177 1 462,813 1 485,275 1

高 浜 町 302,497 17 306,003 17 340,152 17 359,790 17 353,227 17 403,851 11

お お い 町 332,626 15 369,951 5 385,224 10 397,556 8 412,146 4 413,308 6

若 狭 町 353,648 9 363,385 9 399,230 6 400,310 7 439,066 2 443,537 2

医療費格差 1.40 - 1.31 - 1.25 - 1.30 - 1.31 - 1.27 -

全 国 平 均 324,543 - 333,461 - 349,697 - 352,839 - 362,159 - -

県 平 均 350,392 17 359,261 19 381,626 17 389,157 14 395,455 16 405,741

H30年度

医療費（円）医療費（円） 医療費（円）

H25年度 H26年度 H28年度

医療費（円）

H27年度

医療費（円）

H29年度

医療費（円）
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○市町別 1人当たり医療費（３か年平均）

出典：「国民健康保険事業報告」（福井県）

市町国保の1人当たり医療費の状況（３か年平均）
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• 各市町の1人当たり医療費（3か年平均）をみると、平成28～30年度において最も高い美浜町が47.2万円、最も低
い高浜町が37.2万円と、市町間の医療費水準に約1.27倍の差がある。（平成25～27年度は約1.31倍の差）
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○市町別 年齢調整後の医療費指数（３か年平均）

「厚生労働省算出値」

• 高齢者割合など年齢構成の違いにより医療費の高低が生じるため、年齢階級別に各市町と全国平均の1人当たり医療
費を比較した年齢調整後の医療費指数を算出し、納付金算定に使用。（医療費指数が全国平均（１）よりも高い市町
は納付金が割増され、医療費指数が全国平均よりも低い市町は納付金が割引かれる）

• 令和２年度納付金算定に用いた医療費指数（平成２８～３０年度平均）の市町間の差は約1.19倍となっている。（平
成２５～２７年度平均は約1.22倍の差）

年齢調整後の医療費指数（３か年平均）
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保険者別１人当たり給付費指数 都道府県別 保険者別１人当たり給付費指数 都道府県別

最 大 最 小 格
差

１人当たり
給付費指数

順
位

最 大 最 小 格
差

１人当たり
給付費指数

順
位

北海道 初山別村 1.640 幌延町 0.758 2.16倍 1.075 16 滋賀県 竜王町 1.063 彦根市 0.931 1.14倍 0.988 27

青森県 平内町 1.044 六戸町 0.831 1.26倍 0.946 39 京都府 笠置町 1.207 伊根町 0.916 1.32倍 1.037 21

岩手県 大槌町 1.322 九戸村 0.797 1.66倍 0.983 31 大阪府 岬町 1.217 豊能町 0.937 1.30倍 1.080 14

宮城県 川崎町 1.146 大衡村 0.859 1.33倍 1.014 24 兵庫県 上郡町 1.119 豊岡市 0.927 1.21倍 1.028 23

秋田県 藤里町 1.228 湯沢市 0.911 1.35倍 1.003 26 奈良県 上北山村 1.253 天川村 0.810 1.55倍 0.967 34

山形県 白鷹町 1.058 大江町 0.815 1.30倍 0.979 32 和歌山県 北山村 1.277 古座川町 0.868 1.47倍 1.008 25

福島県 広野町 1.605 檜枝岐村 0.713 2.25倍 0.985 30 鳥取県 江府町 1.244 北栄町 0.964 1.29倍 1.033 22

茨城県 北茨城市 1.011 守谷市 0.796 1.27倍 0.881 47 島根県 川本町 1.308 知夫村 0.948 1.38倍 1.122 9

栃木県 塩谷町 0.998 那須町 0.812 1.23倍 0.912 44 岡山県 高梁市 1.190 新庄村 0.846 1.41倍 1.104 10

群馬県 神流町 1.247 大泉町 0.778 1.60倍 0.934 41 広島県 江田島市 1.219 世羅町 0.878 1.39倍 1.076 15

埼玉県 美里町 1.002 鳩山町 0.850 1.18倍 0.921 43 山口県 上関町 1.316 下松市 0.981 1.34倍 1.128 8

千葉県 睦沢町 1.026 東庄町 0.827 1.24倍 0.912 44 徳島県 三好市 1.275 上勝町 0.861 1.48倍 1.101 11

東京都 新島村 1.082 小笠原村 0.745 1.45倍 0.965 35 香川県 坂出市 1.208 多度津町 1.062 1.14倍 1.143 5

神奈川県 松田町 1.045 大井町 0.828 1.26倍 0.956 36 愛媛県 久万高原町 1.222 宇和島市 0.910 1.34倍 1.055 19

新潟県 粟島浦村 1.396 津南町 0.817 1.71倍 0.947 38 高知県 大豊町 1.388 本山町 0.938 1.48倍 1.134 7

富山県 魚津市 1.040 砺波市 0.901 1.15倍 0.955 37 福岡県 大牟田市 1.215 春日市 0.982 1.24倍 1.085 12

石川県 宝達志水町 1.174 珠洲市 0.900 1.30倍 1.081 13 佐賀県 多久市 1.398 太良町 1.084 1.29倍 1.209 1

福井県 美浜町 1.130 高浜町 0.945 1.20倍 1.043 20 長崎県 長崎市 1.281 小値賀町 0.899 1.42倍 1.171 3

山梨県 早川町 1.199 小菅村 0.721 1.66倍 0.970 33 熊本県 芦北町 1.396 産山村 0.868 1.61倍 1.141 6

長野県 平谷村 1.411 売木村 0.683 2.07倍 0.943 40 大分県 玖珠町 1.212 姫島村 0.966 1.25倍 1.156 4

岐阜県 東白川村 1.156 中津川市 0.908 1.27倍 0.987 29 宮崎県 美郷町 1.243 椎葉村 0.834 1.49倍 1.060 18

静岡県 河津町 1.073 伊東市 0.820 1.31倍 0.934 41 鹿児島県 南さつま市 1.345 和泊町 0.871 1.54倍 1.187 2

愛知県 南知多町 0.955 田原市 0.778 1.23倍 0.897 46 沖縄県 糸満市 1.258 多良間村 0.716 1.76倍 1.066 17

三重県 紀北町 1.184 度会町 0.808 1.47倍 0.988 27

都道府県別１人当たり年齢調整後医療費指数の地域差の状況（過去３年度平均）

１人当たり年齢調整後医療費全国平均：293,456円
（平成27～平成29年度平均）

（※）令和元年度の国保事業費等納付金を配分するために使用した平成27～29年度の平均である。
年齢構成の違いによる医療費格差を調整している。

（出所）国民健康保険事業年報等 22

令和元年９月１８日国保事業費納付
金等算定標準システム研修会資料

・本県市町間の医療費指数の差（1.20倍）は全国的にかなり小さい（全国43位（最大2.25倍、最小1.14倍））
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○市町別 1人当たり保険料

※県平均の順位は全国順位、一人当たり保険料＝保険料調定額（現年度分）／被保険者数総数年度平均
出典：「国民健康保険事業報告」（福井県）、「国民健康保険事業年報」（厚生労働省）

• 各市町の1人当たり保険料（年額）をみると、平成３０年度において最も高い永平寺町が10.5万円、最も低いおおい
町が7.0万円と、市町間の保険料水準に約1.50倍の差がある。

市町国保の保険料の状況

順位 順位 順位 順位 順位 順位

福 井 市 99,920 5 104,429 1 102,621 1 106,007 1 106,990 1 104,573 2

敦 賀 市 92,778 9 89,972 12 89,266 10 88,548 14 88,652 14 97,398 9

小 浜 市 90,702 11 89,983 11 88,740 13 89,468 13 89,576 13 87,799 14

大 野 市 91,285 10 90,113 10 88,897 12 90,112 11 91,847 10 94,600 12

勝 山 市 93,247 7 95,561 6 92,343 8 94,014 8 96,424 7 91,127 13

鯖 江 市 95,483 6 93,926 7 98,489 3 100,349 4 101,811 5 104,239 3

あ わ ら 市 105,025 1 103,265 2 99,768 2 102,182 2 103,446 3 103,257 5

越 前 市 84,183 14 83,107 14 80,808 14 89,529 12 89,708 12 99,502 7

坂 井 市 101,919 3 99,410 4 97,799 4 100,549 3 101,982 4 103,751 4

永 平 寺 町 85,497 12 85,180 13 92,966 7 92,681 10 103,844 2 105,080 1

池 田 町 65,932 17 63,630 17 63,110 17 66,998 17 66,226 17 78,444 16

南 越 前 町 92,912 8 92,483 8 90,105 9 92,729 9 90,634 11 94,870 11

越 前 町 85,017 13 91,036 9 89,122 11 94,304 7 93,988 9 96,260 10

美 浜 町 102,268 2 99,873 3 97,139 5 99,359 5 100,486 6 101,222 6

高 浜 町 81,725 15 79,493 15 78,846 15 78,851 15 80,093 15 79,127 15

お お い 町 67,976 16 68,046 16 67,942 16 67,978 16 68,473 16 70,129 17

若 狭 町 100,457 4 97,685 5 96,663 6 94,482 6 95,273 8 97,871 8

保険料格差 1.59 - 1.64 - 1.63 - 1.58 - 1.62 - 1.50 -

全 国 平 均 93,175 - 93,203 - 92,124 - 94,140 - 95,239 - -

県 平 均 95,123 19 95,736 15 94,700 15 97,496 12 98,604 10 100,171

保険料（円） 保険料（円） 保険料（円）

H26年度 H27年度H25年度 H28年度 H29年度 H30年度

保険料（円） 保険料（円） 保険料（円）



保険者別１人当たり保険料（税）調定額 都道府県別１人当たり
保険料（税）調定額最 大 最 小 格差 順位

北 海 道天塩町 162,500 赤平市 50,888 3.2倍 86,617 21

青 森 県平内町 139,940 風間浦村 66,616 2.1倍 87,508 19

岩 手 県岩手町 89,771 釜石市 59,629 1.5倍 77,163 44

宮 城 県色麻町 118,864 山元町 58,786 2.0倍 86,086 24

秋 田 県大潟村 167,058 上小阿仁村 65,543 2.5倍 79,051 42

山 形 県大蔵村 121,231 小国町 72,783 1.7倍 97,848 2

福 島 県中島村 102,638 双葉町 0 76,695 45

茨 城 県境町 107,783 常陸大宮市 69,225 1.6倍 85,307 26

栃 木 県鹿沼市 112,387 茂木町 76,515 1.5倍 93,811 7

群 馬 県嬬恋村 119,670 上野村 54,984 2.2倍 87,557 18

埼 玉 県八潮市 100,118 小鹿野町 57,149 1.8倍 84,873 29

千 葉 県多古町 102,025 館山市 80,480 1.3倍 88,909 14

東 京 都千代田区 144,249 檜原村 57,102 2.5倍 99,139 1

神 奈 川 県湯河原町 108,389 座間市 78,032 1.4倍 92,022 9

新 潟 県粟島浦村 95,044 妙高市 69,816 1.4倍 84,403 31

富 山 県立山町 94,255 氷見市 70,841 1.3倍 87,107 20

石 川 県野々市市 108,419 珠洲市 74,386 1.5倍 95,828 4

福 井 県福井市 98,569 池田町 59,941 1.6倍 91,168 10

山 梨 県
富士河口湖
町

113,547 丹波山村 55,669 2.0倍 93,964 6

長 野 県川上村 114,634 大鹿村 35,671 3.2倍 85,308 25

岐 阜 県岐南町 115,000 飛騨市 69,860 1.6倍 94,739 5

静 岡 県吉田町 108,923 川根本町 63,172 1.7倍 92,871 8

愛 知 県田原市 115,154 豊根村 60,587 1.9倍 90,303 13

三 重 県木曽岬町 103,114 大紀町 58,422 1.8倍 88,777 15

保険者別１人当たり保険料（税）調定額 都道府県別１人当たり
保険料（税）調定額最 大 最 小 格差 順位

滋 賀 県栗東市 103,859 豊郷町 75,086 1.4倍 88,456 16

京 都 府宇治田原町 94,529 伊根町 49,296 1.9倍 79,625 40

大 阪 府豊能町 103,124 泉南市 71,006 1.5倍 83,522 33

兵 庫 県南あわじ市 108,573 相生市 66,176 1.6倍 84,481 30

奈 良 県平群町 111,668 御杖村 57,055 2.0倍 83,424 34

和 歌 山 県美浜町 108,353 北山村 51,823 2.1倍 84,359 32

鳥 取 県北栄町 95,956 日野町 65,799 1.5倍 82,319 38

島 根 県奥出雲町 103,614 知夫村 66,751 1.6倍 90,560 12

岡 山 県早島町 95,707 新庄村 65,553 1.5倍 82,927 35

広 島 県大竹市 94,100 神石高原町 65,300 1.4倍 88,385 17

山 口 県周南市 96,907 上関町 74,565 1.3倍 90,680 11

徳 島 県石井町 94,322 上勝町 64,021 1.5倍 85,205 27

香 川 県直島町 99,412 小豆島町 67,804 1.5倍 86,536 22

愛 媛 県八幡浜市 98,375 松野町 65,723 1.5倍 79,123 41

高 知 県安芸市 104,776 大豊町 52,487 2.0倍 82,774 36

福 岡 県八女市 95,189 添田町 56,504 1.7倍 78,945 43

佐 賀 県江北町 107,641 大町町 80,519 1.3倍 96,355 3

長 崎 県小値賀町 105,482 新上五島町 69,745 1.5倍 84,942 28

熊 本 県あさぎり町 108,082 水俣市 53,544 2.0倍 82,391 37

大 分 県竹田市 103,270 姫島村 52,670 2.0倍 80,547 39

宮 崎 県新富町 103,758 西米良村 68,497 1.5倍 86,160 23

鹿 児 島 県東串良町 101,447 伊仙町 38,303 2.6倍 72,848 46

沖 縄 県北谷町 73,826 粟国村 36,676 2.0倍 62,385 47

国保保険料の都道府県内格差（平成29年度）

（※）平成２９年度 国民健康保険事業年報を基に作成

（注１） 保険料（税）調定額には介護納付金分を含んでいない。
（注２） 被保険者数は３～２月の年度平均を用いて計算している。
（注３） 東日本大震災により保険料（税）が減免されたため、1人当たり保険料調定額が小さくなっている保険者がある

福島県を除くと長野県の格差が最大となる。

１人当たり保険料（税）全国平均： 87,396円

24

令和元年９月１８日国保事業費納付
金等算定標準システム研修会資料

・本県市町間の保険料の差（1.6倍）は全国平均水準（最大3.2倍、最小1.3倍）



４ 納付金の算定方式について

25
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納付金の算定方式に関する協議事項

〇年齢調整後の医療費指数の算出に当たって、高額医療費（レセプト１件あたり８０万円超）を共同負担とするか

１ 論点⑤

〇医療の高度化や高額薬剤の開発により、レセプト１件あたり８０万円を超える医療費（高額医療費負担金の対象）が

増加傾向にある

〇最近では投与１回で約１．６億円の遺伝子治療薬（ゾルゲンスマ）について、保険適用が認められた

〇とりわけ小規模自治体において上記のような高額医療費が発生した場合、医療費指数が急激に上昇し納付金が激増す

る可能性がある

〇納付金算定において、高額な医療費の発生リスクは各市町の責によらないものと整理し、都道府県単位で共同負担方

式とすることが可能（令和元年度算定において、１０都道府県が採用）

〇高額医療費の共同負担化は、国保財政の安定的な運営という制度改革の目的にも合致する

〇著しく高額な医療費が発生した場合、医療費指数の急激な上昇により納付金が大幅に上昇する懸念がある。このため、

令和３年度から、年齢調整後の医療費指数算出に当たって、レセプト１件当たり８０万円を超える高額医療費につい

ては、被保険者数に応じた全市町の共同負担とする。

２ 現状・背景等

３ 改定案

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１

８０万円／件を超えるレセプト件数 １０，２８１件 １０，６５８件 １１，０２４件

医療費（８０万円までの部分含む） １４２億円 １４９億円 １５１億円



共同負担方式の導入状況（令和元年度）

※α＝０を設定する４都道府県は、全ての医療費を共同負担するため、集計に含めていない。
出典：各都道府県国保運営方針
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３０都道府県
（７０%）

１０都道府県
（２３%）

３都道府県
（７%）

共同負担方式なし

高額医療費共同負担方式

特別高額医療費共同負担方式

◯ 都道府県で保険料水準を統一する場合には医療費水準を納付金の配分に反映させないこととな
るが、高額医療費を共同負担する場合には、「年齢調整後の医療費指数を算出する際に、当該市町
村の実績の１人当たり医療費を用いるのではなく、高額医療費に係る都道府県単位の実績の１人当
たり医療費を用いることも可能」としている。 （国保事業費納付金等算定ガイドライン）

◯ 高額な医療費の発生リスクは、各市町村の責によらないものと整理し、都道府県単位で共同負担
方式とすることが可能。
※高額医療費（８０万円超）、特別高額医療費（４２０万円超）

共同負担方式 導入都道府県

高額医療費
共同負担方式

北海道、青森県、宮城県、山形県、
長野県、三重県、島根県、徳島県、
香川県、佐賀県

特別高額医療費
共同負担方式

鳥取県、岡山県、高知県

令和元年度都道府県ブロック会議資料



県の国保財政
県全体で必要と

なる納付金総額

【１】 市町から徴収する納付金を応能分と応益分に区分し、
・応能分は所得総額
・応益分は被保険者数や世帯数
により、各市町に割り当てる。

・β（県）＝

・β＝0.99（令和2年度本算定値）

・本県は応能割（β）：応益割（１）＝0.99：1

・応益分は被保険者数７：世帯数３で配分

【２】 【１】で算定した市町ごとの額を、
医療費指数を反映させて調整する。（α＝１）

③１人当たり医療費が
全国平均並
（医療費指数＝1）
⇒ 調整は生じず、
平均的な負担

①１人当たり医療費が
全国平均より低い
（医療費指数＝0.9）

⇒ 納付金が割引かれ、
負担減少

②１人当たり医療費が
全国平均より高い
（医療費指数＝1.1）
⇒ 納付金が割増され、
負担増大

市町の

納付金

基礎額

・α＝医療費水準反映係数

・納付金＝納付金基礎額×〔１＋α×（医療費水準－１）〕

現行の納付金算定方法（医療費水準完全反映：α＝１）

福井県の１人当たり所得
全国平均の１人当たり所得

公
費
負
担
等

納
付
金

応
能
分

β(県）

応
益
分

1

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町

Ａ市

Ｂ市
Ｃ町

Ａ市

Ａ市

Ａ市

Ｂ市

Ｂ市

Ｂ市

Ｃ町

Ｃ町

Ｃ町

各市町の被保険者の
所得総額で按分

各市町の被保険者数
で按分

各市町の世帯数で
按分

応能分

×0.9

応能分 ×1.1

応能分 ×1

納付金基礎額

Ａ市

応益分

応益分

応益分

Ｂ市

Ｃ町
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県の国保財政
県全体で必要と

なる納付金総額

【１】 市町から徴収する納付金を応能分と応益分に区分し、
・応能分は所得総額
・応益分は被保険者数や世帯数
により、各市町に割り当てる。

【２】 【１】で算定した市町ごとの額のうち、
医療費指数を反映させて調整する。（α＝１）
ただし、高額医療費（１レセプト８０万円を超える
部分）を共同負担化（被保者数按分）した医療費指数
を使用

③１人当たり医療費が
が全国平均並
（医療費指数＝1）
⇒ 調整は生じず、
平均的な負担

①１人当たり医療費
が全国平均より低い

（医療費指数＝0.9）
⇒ 納付金が割引かれ、
負担減少

②１人当たり医療費が
が全国平均より高い
（医療費指数＝1.1）
⇒ 納付金が割増され、
負担増大

市町の

納付金

基礎額

高額医療費の共同負担化を導入した場合の納付金算定方法

公
費
負
担
等

納
付
金

応
能
分

β(県）

応
益
分

1

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町

Ａ市

Ｂ市
Ｃ町

Ａ市

Ａ市

Ａ市

Ｂ市

Ｂ市

Ｂ市

Ｃ町

Ｃ町

Ｃ町

各市町の被保険者の
所得総額で按分

各市町の被保険者数
で按分

各市町の世帯数で
按分

応能分

×0.9

応能分 ×1.1

応能分 ×1

納付金基礎額

Ａ市

応益分

応益分

応益分

Ｂ市

Ｃ町

レセプト１件の医療費

80万円
レセプト８０万円以内の
医療費を反映し医療費
指数を算定

県全体の被保険者数で按
分し医療費指数を算定

高額な医療費の発生リスクは、各市町の責によらない
ものと整理し、県全体で支え合う

⇒高額医療費の発生による保険料の急増を抑制
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５ 激変緩和措置について
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激変緩和措置に関する協議事項

〇制度改革前と比べた保険料負担増に対する激変緩和措置の期限をいつまでとするか

１ 論点⑥

〇国の納付金等算定ガイドラインにおいて、「激変緩和策は特に施行当初に必要となることが多く、特例基金の繰り入
れによる激変緩和措置については平成３０年度から令和５年度までの期間が定められているなど、概ね６年程度以内
を目安に実施することが望ましい。」とされている

〇激変緩和措置は、被保険者の保険料負担が改革の前後で急激に増加することを回避するための経過措置であるため、
計画的・段階的に本来の保険料水準に近づけていき、最終的に令和５年度までに激変緩和措置を終了する必要がある

〇本県の激変緩和措置は、①制度改革前（Ｈ２８）からの保険料負担増の緩和、②前年度からの保険料負担増の緩和の
２段階の措置を講じている（①は納付金制度の導入による影響、②は前期高齢者交付金の変動等による影響を考慮）

〇激変緩和財源としては、①国調整交付金（特例調整交付金（暫定措置）、特別調整交付金（追加激変緩和）、②県繰
入金、③特例基金があるが、①国調整交付金の予算額は徐々に減少させるものとされている

〇前期高齢者交付金の変動による納付金・標準保険料の増加は令和５年度以降も想定されることから、その際には決
算剰余金の活用等により、年度間の平準化を図ることが考えられる

〇激変緩和の実施期間は、財政安定化基金（特例分）を活用できる令和５年度までとする。なお、今後も決算剰余金の
活用等により、納付金・標準保険料の年度間の平準化を図っていく

２ 現状・背景等

３ 改定案

国調整交付金 県繰入金 特例基金 合計

H30 2.1億円 － － 2.1億円

R1 1.9億円 3.8億円 1.1億円 6.7億円

R2 1.5億円 2.7億円 － 4.2億円
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激変緩和措置の計画的・段階的な対応について

○ 激変緩和措置は、被保険者の保険料負担が改革の前後で急激に増加することを回避するための経過措置であるため、
計画的・段階的に本来の保険料水準に近づけていき、最終的に激変緩和措置を終了する必要がある。

激変緩和丈比べの基点と一定割合の設定

激変緩和の計画的・段階的な対応について

一定割合

都道府県繰入金に
よる激変緩和措置

本来の算定方式
における保険料額

当該年度の
保険料額

H28 H30

一定割合

H28 R1

一定割合

H28 R2

一定割合

H28 R3

激変緩和
措置不要

デルタ

（※）納付金算定ガイドライン上は、一定割合＝自然増等＋αとしているが、納付金基礎額の医療費水準による調整の際に用いる、医療費指数反映係数αと重複

することから、今後、国の資料上は δ と記載することとする。
デルタ

〇 激変緩和措置については、地域の実情に応じて、計画的・段階的にフェードアウトさせることとしているため、
平成28年度の「被保険者１人あたりの保険料決算額」等を丈比べの基点として固定することを基本としている。
（基点を変更することによって、激変緩和の対象市町村が変わるため、計画的・段階的なフェードアウトが困難となる可能性がある点に留意）

〇 都道府県は、激変緩和措置の基準として、毎年度、一定割合＝自然増等＋δ（※）を設定する。 δの値の定め方によって本来の負担
水準に到達するまでの時間軸を制御している。
＋δの変更幅を検討する際には、前期交付金の平成29年度精算に留意するとともに、以下の事項をはじめとした、中長期的な納付金の
変動要因を考慮する必要がある。

・前年所得の著しい増加、被保険者数の著しい減少、単身世帯数の著しい増加（世帯平均被保険者数の減少）
・R2年度：前期高齢者交付金等が都道府県単位で精算されること
・R3年度：基礎控除等の見直しにより保険料に影響が生じる可能性があること
・R4年度：団塊の世代が75歳に到達し後期高齢者に移行し始めること
・R5年度：年度末をもって特例基金が廃止となること

令和元年９月１８日国保事業費納付
金等算定標準システム研修会資料
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令和２年度納付金等算定における激変緩和措置について

〇激変緩和財源（総額4.2億円）

・国調整交付金（1.5億円）

・県繰入金（2.7億円（県繰入金9％のうち、0.75％））

○激変緩和措置

①R２年度1人当たり保険料必要額がH28年度（制度改革前）と比較して一定割合を超えて伸びている６市町に

対し、一定割合まで激変緩和財源を投入し、保険料負担を抑制

⇒ H28年度比激変緩和（一定割合まで）：1.0億円

※一定割合＝H28年度からR２年度の1人当たり保険給付費等の自然増（2.7%）＋δ（0%）【年】

②制度改革前または前年度からの保険料負担の増を緩和するため、残額を該当市町に納付金の算定方法で配分

（ただし、H28年度決算額とR元年度標準保険料のうち、低い方に達するまでを限度に投入）

⇒ H28年度比または前年度比激変緩和：３.２億円

激変緩和措置

令和２年４月３０日連携会議資料



６ 標準保険料率の算定方式について
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標準保険料率の算定方式に関する協議事項

〇３方式への移行の目標年度を明記するか

１ 論点⑦

〇３方式への移行が県内で進んでいる

〇市町へのアンケート調査結果では、全市町が３方式への移行の目標年次を運営方針に明記すべきと考えている。また、

１４市町で３方式への移行時期が決まっており、このうち、最も遅い市町でＲ８年度となっている。

〇保険料水準の統一のためには、赤字解消や保険料算定方式の統一等が必要となる

〇３方式への移行に当たっては、資産割から所得割、均等割、平等割への転嫁に伴う被保険者への影響を考慮する必要

がある

〇「各市町において、資産割の廃止に伴う保険料負担の変化等の影響に配慮し、令和８年度まで（第３期運営方針期間
内）に段階的に３方式に移行することを目指す」

２ 現状・背景等

３ 改定案

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

３方式 ４方式 ３方式 ４方式 ３方式 ４方式 ３方式 ４方式

医療分 ０ １７ ２ １５ ２ １５ ４ １３

後期分 １ １６ ４ １３ ６ １１ ７ １０

介護分 ２ １５ ５ １２ ８ ９ ９ ８

合 計 ０ １７ ２ １５ ２ １５ ４ １３



【参考】 令和２年度各市町国民健康保険税率（額）

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

所得
割率
（％）

資産
割率
（％）

均等
割額
（円）

平等
割額
（円）

所得
割率
（％）

資産
割率
（％）

均等
割額
（円）

平等
割額
（円）

所得
割率
（％）

資産
割率
（％）

均等
割額
（円）

平等
割額
（円）

福井市 8.10 ― 29,600 17,400 2.91 ― 8,900 5,600 2.55 ― 9,100 5,600

敦賀市 6.20 20.00 25,500 21,500 2.60 ― 5,900 7,100 1.90 ― 8,900 5,500

小浜市 5.77 16.77 27,700 19,500 1.78 5.83 8,600 6,100 1.53 6.91 9,700 4,600

大野市 6.30 12.00 26,400 21,000 1.90 3.50 7,700 6,200 1.70 3.50 9,200 5,200

勝山市 6.50 ― 26,500 19,000 2.10 ― 8,500 6,000 1.80 ― 9,000 4,000

鯖江市 5.70 16.00 28,400 23,000 2.60 4.00 7,600 5,800 1.80 4.00 9,000 6,000

あわら市 6.50 15.00 30,000 22,800 2.50 ― 7,200 5,400 2.00 ― 8,400 6,000

越前市 6.70 13.00 26,700 23,400 2.60 ― 10,000 6,000 2.20 ― 11,000 6,000

坂井市 6.50 8.00 29,000 22,500 1.90 2.00 8,300 6,500 1.80 2.00 10,800 5,500

永平寺町 5.70 18.70 28,000 23,000 2.40 7.50 10,500 8,500 1.70 3.80 9,500 7,500

池田町 3.80 ― 22,200 16,400 2.00 ― 10,500 7,800 1.60 ― 11,400 6,100

南越前町 5.10 12.00 23,500 17,000 2.50 1.30 10,000 7,000 2.10 3.60 10,500 5,000

越前町 7.00 ― 30,100 21,400 2.20 ― 10,200 7,300 1.85 ― 9,800 5,000

美浜町 6.30 35.00 24,500 26,000 1.80 10.00 6,500 7,000 1.80 ― 8,500 5,000

高浜町 4.00 20.00 19,000 14,000 2.00 8.00 10,000 7,000 1.50 ― 10,000 5,000

おおい町 4.51 11.60 19,000 16,000 1.66 3.60 6,900 5,500 1.96 4.40 8,900 7,500

若狭町 5.75 20.00 26,000 25,000 1.70 5.40 8,000 7,000 1.60 2.80 9,000 5,000
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令和２年４月３０日連携会議資料


